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〔辻県議〕　被爆者行政について伺います。
今年８月４日の広島地裁で、提訴された４１名の被爆者全員が原爆症と認定されました。判決は、DS８６を基礎とした現在の原爆症認定基準そのものに根底的な批判を投げかけています。チェルノブイリ原発事故で、残留放射能による外部被曝や内部被曝の影響がどれほど大きいか、また年次を追って被害が深刻となることが明らかになりました。

原爆症の認定者数は被爆者健康手帳保持者約26万人のわずか2300人、0.9％に留まっています。国は判決後控訴しましたが、今年の平和記念式典で知事は「高齢化の進む国内外の被爆者に対して実情に沿った援護施策が確立されるよう全力を尽くす」と決意を語っています。

被爆県の知事として、この判決をどのように受け止めておられるかお尋ねします。また、国に対して、判決が指摘するように被爆後の経過を総合的に検討して認定するよう基準の見直しを要望すべきではありませんか。さらに、国に控訴の取り下げを要請することを求めるものですが、併せてお答えください。

〔知事〕　被爆後６１年を経過し，高齢化が進む被爆者が，現在でも，被爆に起因する後障害に苦しまれている実情を踏まえて，今後とも被爆者援護対策の着実な推進に努めて参りたいと考えております。そうした中にあって，この度の判決に係る「原爆症」の認定は，国により，科学的根拠に基づき統一的に実施されているものであり，県がその評価を行うことは難しいものと考えております。また，認定基準の見直しと控訴の取り下げ要請につきましては，争点である「認定基準」が，国の責任において設定されておりますことから，国の動向を見守らざるを得ないと考えております。
〔辻県議〕　教育基本法の改悪についてお尋ねします。
今国会における最大の焦点は、「教育基本法の改正法案」だと言われています。「政府改正案」は、日本国憲法と不利一体の関係を断ち切り、憲法に背反する二つの問題があります。
その一つは、憲法第19条が保障した思想・良心・内心の自由をふみにじる点であります。｢改正法案｣では、「教育の目標」として「国を愛する態度など２０もの「徳目」を法律で決め、その「目標の達成」を学校や教育に義務づけ、子どもたちに強制しようとしています。
　もうひとつの問題点は、教育の自主性、自立性、自由との関連です。現行教育基本法第１０条は「教育は、不当な支配に服することなく、国民全体に対し直接に責任を負って行われるべきものである」としていますが、この国民全体に対し直接に責任を負って」の文言を削って、「この法律及び他の法律の定めるところ」に置き換えています。これは政府・文部科学省の裁量行政による教育内容への国家的介入を無制限に拡大し､合法化することに道を開くものであります。さらに、教育行政に課している教育条件の整備義務を削除していることも重大です。
教育は一人ひとりの子どもの主権者としての「人格の完成」をめざしておこなわれるべきで、未来社会のあり方は、そのような教育によって成長した未来の世代の判断にゆだねようというのが教育基本法の考えです。
だからこそ、多くの国民、とりわけ現実の教育に携わる人たちが、教育基本法「改正法案」に懸念を示し、反対の意思表示を続けています。例えば、東京大学基礎学力研究開発センターが、学力問題や｢教育改革｣について全国の校長の意見を聞くために公立小中学校約１万校に依頼した調査結果があります。3812校から寄せられた回答のうち、「政府の教育基本法改正案に賛成である」という設問に対して、「そう思わない」「全くそう思わない」が合わせて６６．１％を占めたと言います。全国の公立小中学校の校長の３分の２が反対を示すもので重大です。
私は、教育基本法の改悪に明確な反対の意志を示し､政府に改悪案の撤回を求めることを願うものですが、知事、教育長には、紹介した校長先生方の意見も踏まえた所見を伺うものであります。

〔知事〕　教育基本法制定後，半世紀以上が経過する中で，社会状況は大きく変化し，子どもたちの問題行動や不登校などの深刻な状況，社会性や規範意識の希薄化など，教育全般についての様々な問題が生じていると認識いたしております。こうした中で，国におきましては，新しい時代にふさわしい教育基本法の在り方について，検討されてきたところであり，この検討を踏まえた改正案は，本県が目指す教育改革の方向に合致するものと考えております。

　私といたしましては，国会における幅広い議論を　踏まえ，教育の基本理念や国・地方公共団体の責務などが明確にされ，教育改革が推進されることが重要であると考えております。

〔教育長〕　現在，国会において継続審議となっている「教育基本法案」では，「人格の完成」や「個人の尊厳」などの普遍的な理念を大切にしながら，「知・徳・体」を重視した教育目標が掲げられております。また，「生涯学習の理念」や「家庭教育」，あるいは「学校，家庭，地域住民等の連携協力」などの条項が新設されており，本県の新たな「教育県ひろしま」の創造に向けた取組みに合致するものであると考えております。
　今後，国会における幅広い議論を通じて，今日的な教育課題を解決するための重要な理念や原則が一層明確化され，広く県民の共通認識となることで，本県の教育改革がさらに推進できるものと考えております。
〔辻県議〕（「日の丸・君が代」東京地裁判決について）
教育基本法改正法案に直接結びつく２つの重要な事項について質問します。そのひとつは、９月２１日、東京地裁において下された「日の丸・君が代」と教職員の思想、良心の自由に関わる判決についてです。判決は、都教委が２００３年１０月に出した「実施指針」にもとづく「入学式、卒業式等の式典において、国旗に向かって起立し、国歌を斉唱する義務」の存在を否認し、これを行わなかったことを理由とする「いかなる処分もしてはならない」としました。また、学習指導要領の法的拘束性は認めつつも、「大綱的な基準に止めるべき」として、「教職員に対し一方的な一定の理論や観念を生徒に教え込むことを強制するようなものである場合には、教育基本法第１０条が禁じる不当な支配に該当する」としました。「処分を振りかざして、子ども、教職員に一定の行為、行動を強制するのはおかしい」との明確な判断と言えます。広島県においても、県教委による、こと細かなマニュアルの作成や教職員に対する処分など同様のことが教育行政によって行われており、真摯な検討と子どもたち、教職員の思想、良心の自由を尊重する施策の転換が求められているのではないでしょうか。判決を踏まえ、教育長の所見を伺います。
〔教育長〕　卒業式・入学式における国旗・国歌の取扱いにつきましては，学習指導要領に則り，適正に実施することが求められております。その際，児童生徒に国旗・国歌を尊重する態度を指導する一環として，教職員が，児童生徒に自ら範を示すことは必要なことであります。したがって，校長が卒業式・入学式におきまして，国歌斉唱時に起立するよう教職員に命じた場合，命令を受けた教職員は当該行為をなすべき職務上の責務を当然に負うものであり，このことは教職員の思想・良心の自由を侵すものではないと考えております。
この度の判決は，東京都教育委員会における国旗・国歌の取扱いにつきましての地裁段階の判断が示されたものであり，県教育委員会といたしましては，これまでの方針どおり，国旗・国歌の指導が適正に実施されるよう指導して参ります。
〔辻県議〕（教育条件整備について）

二つ目には、教育基本法の大原則のひとつである、教育条件整備についてであります。私は、これまでも公立小・中学校の非常勤講師を多く採用する安上がりの県教委行政を批判・指摘し、度々改善を求めてきました。この点で、来年度の公立小・中学校の教諭での新規採用枠が３８０人程度となり、今年度より８５人程度増の採用の予定となっています。一定の努力を評価しますが、引き続き改善への努力を求めるものでが、お答えください。
〔教育長〕　小中学校の非常勤講師につきましては，国の制度改正等を踏まえ，きめ細かな指導の充実に取り組むために活用しているものであります。一方、教員の採用につきましては，教職員全体の年齢構成の均衡と，優れた人材の確保を基本といたしまして，退職者数などの見込みを勘案しながら行っております。今後とも，長期的な視野に立って必要な教員数を確保するよう努めて参りたいと考えております。
〔辻県議〕（正規任用の教職員を増やして教育条件を整えよ）
一方、県立の高等学校、盲・ろう・養護学校の状況をみると定数内臨時採用職員の数は、今年５月１日現在、高等学校で５８人、盲・ろう・養護学校では１０１人。盲・ろう・養護学校だけでみると１校につき６．３人、教諭等に対する割合では１０．８％にも達する高い比率となっています。定数内臨時採用者とは「本来、正規で採用され配置されてしかるべき職員」であります。加えて、非常勤講師の数は今年５月１日現在で県立の高等学校で1167人、盲・ろう・養護学校で51人となっています。県立学校でも教職員の臨時職員化がすすみ、非常勤講師の多用化が見られると言わなければなりません。これで、県教委が強調する｢学力向上｣や子どもの現状に即した教育活動が保障されるのでしょうか。県立学校においても、身分の安定した正規任用の教職員を増やして教育条件を整えることを求めるものですが、お答えください。
〔教育長〕　定数内臨時採用職員につきましては，県立の高等学校では近年減少傾向にあるものの，盲・ろう・養護学校では，児童生徒数の増加等もあり，その数が増えている状況にあります。このため，盲・ろう・養護学校の新規教員採用につきましては，年度間の平準化等も勘案しつつ，採用数を増やしているところであります。一方，非常勤講師につきましては，習熟度別授業の充実などに必要であることから，措置しているものであります。今後とも，長期的な視野に立って必要な教員数を確保するよう努めて参りたいと考えております。
〔辻県議〕障害者自立支援法施行の影響と利用者の負担軽減について伺います。
障害者自立支援法が4月から実施されて、施設の減収、利用者負担の増大など重大な悪影響がおきています。10月からの本格実施を前にしての8月30日、「広島県東部子どもの療育を守る親の会」から県に要望がだされました。そこには保護者や職員の切実な願いと思いが綴られています。
「…本格実施が10月からということで、私たちは大変な不安をかかえています。特に療育を受けるための1割の負担、給食費の実費負担、これに、医療費、車イス・補聴器などの補装具の1割負担が加わることになります。今よりも何倍もの負担がかかります」、「…今以上の費用がかさむことによって療育の機会がそこなわれることのないように、利用料や給食費の補助をしていただきたいと願います」と県の支援を求めています。この声にこたえて行くことが県民に責任ある姿勢であると考えますが、障害者自立支援法が実施されて以来の実態について、どのように認識しているのかお示しください。
〔保健福祉部長〕　障害者が地域で安心して暮らせる社会の実現を目指した障害者自立支援法が施行されて６か月を経過しようとしておりますが，この法律の施行による利用者や施設への影響を把握するため，これまで２回にわたり調査を行ったところでございます。この結果，利用者に対する影響でございますが，負担の増加を理由に施設の利用を止められた方は減少傾向にあり，今後もこの傾向が継続するか推移を見守る必要があると考えております。次に，報酬単価の切り下げや支払い方式の変更などによる施設への影響でございますが，入所施設につきましては，制度改正の影響は収まりつつございますが，通所施設は引続き，減収傾向が認められます。
これに対しまして，国も１０月には影響緩和措置を追加実施することから，施設経営者にこれらの措置の活用を促すとともに，その効果を見極めるなど，引続き，経営状況の把握に努める必要があると考えております。
〔辻県議〕（県でも施設利用料の負担軽減措置、給食費の助成の創設を）

私の調査では、広島のある通所授産施設では4月から6月までの3ヶ月の施設運営費は月平均100万円の減収となっています。年間1千万円以上の減収が予測されています。また、施設利用者の工賃収入は平均5千円なのに、利用料は平均その3倍、1万5千円の負担となっています。
福山のある授産施設でも、自己持ち出し額は平均15,499円、最高は6万1222円で5万円に近い施設利用者もいます。「障害者通うほど赤字になる」と新聞で報道されましたが、まさにそんな事態が進行しています。

県の8月の実態調査では利用者負担は、平均ですが入所施設で34,628円から1.54倍の53,374円に、通所施設で647円から23倍の15,400円と大きく跳ね上がっています。利用者負担を理由に施設から退所する人が3月以来23人となっています。

都道府県と政令指定都市の約4割が独自の軽減措置の導入を決めています。京都府では利用料の負担軽減措置を創設し、大分県は原則一割の利用料負担について、通所授産施設や児童ディサービス利用者に対する支援策を打ち出しました。滋賀県、長崎県でも利用者への負担軽減措置を実施しています。県内では広島市、福山市、廿日市市などが負担軽減を実施しています。
広島県でも施設利用料の負担軽減措置、給食費の助成の創設と市町で保護者の格差がでないような対策を講じることを求めるものですが、お答えください。
〔保健福祉部長〕　今般の利用者負担の見直しは，急増するサービス需要に対応し，今後も制度を維持・継続するためには，利用者を含めて社会全体で費用を負担し，支え合うことが必要とされたことによるものでございます。県といたしましては，各種の負担軽減措置も設けられていることから，概ね無理のない範囲で設定されているものと受けとめております。しかしながら，利用者負担の増加が極端となる場合もあることから，国に負担軽減策の拡充を要望しておりましたが，この度，国は障害児施設利用者について，軽減措置を追加いたしました。　
　単独で利用者負担の軽減を行う自治体もいくつかあることは存じておりますが，本県としては，国の追加措置の効果を見極めるとともに，利用者負担の軽減措置の一層の拡充を国に対して働きかけて参る所存でございます。
〔再質問　辻県議〕　障害者自立支援法の下で，利用者負担に耐えられなくなり施設から出ざる得なくなった障害者が２３名もいるという現実を県はどのように考えているのか。

　施設の経営や利用者の状況について把握に努めるという答弁であったが，これは10月以降も実態調査を行うということか伺いたい。

　国への要望を大阪府は7月に冊子としてとりまとめて提出しています。県としても国に対し改善要求を取りまとめて出すべきだと思うがいかがでしょうか。
〔保健福祉部長〕　ご指摘の退所者に関する実態でございますが，先般の調査によれば，該当者約３，０００名のうち，利用者負担の増加を理由とする退所者は，平成18年の3月から5月の間は21名でございましたが，6月7月では2名に留まっており，今後もこの減少傾向が継続するか推移を見守る必要があると考えております。
県といたしましては，国の追加措置の効果を見極めつつ，利用者負担軽減措置の一層の拡充を国に対して働きかけて参りますとともに，利用者負担の影響等について，引き続き実態把握に努めて参ります。

〔再々質問　辻県議〕　退所者２３名のうち，２回目の調査では新たな発生は２名に減少しているとの答弁だが，この法律によって障害者が退所せざるを得なくなったというのが現実である。こういう事態を受けて何もしないというのは国の悪政から住民の暮らしを守る地方自治体としての役割が全く果たせていない。

　負担の軽減は当然の方向であり，多くの自治体や県が負担軽減の措置を行っている。広島県も負担軽減に向けて、これらの先進例に学んでぜひ調査検討すべきであると思いますが、いかがでしょうか。
〔保健福祉部長〕　単独で利用者負担の軽減を行う自治体があることは承知しておりますが，本県といたしましては，繰り返しの答弁になりますけれども，今般の制度改正の趣旨を踏まえながら，利用者負担の影響について，引き続きその実態把握に努めて参りたいと考えております。

〔辻県議〕　「手話・要約筆記」の競争入札問題についてお尋ねします。
　8月10日付けで広島県ろうあ連盟に、「委託・役務業務の競争入札参加資格の審査に係る申請手続き等について」の通知文書が送られ、初めて県が発注する業務で「手話・要約筆記」が競争入札参加資格審査の対象業種にされました。これまで、県ろうあ連盟、県手話通訳士協会、親の会など関係団体が４度、競争入札参加資格審査の対象業務一覧からの削除を求めて県と交渉しました。
　県は「県が発注する委託・役務業務について，発注業務の円滑化・効率化の観点から契約先の名簿づくりが一番の理由」だと説明し、「一度、公募したことは外せない」と削除には応じようとしません。これは「手話・要約筆記」の実情や現状について全く無理解、実態を無視して実施したとしか考えられません。お聞きしますが、「手話・要約筆記」を競争入札参加資格審査の対象業種にすることについて、県ろうあ連盟をはじめ関係団体と事前に問合せか協議、または意向確認など行ったのでしょうか、お答えください。

　また、関係諸団体の方々からは「障害者支援の中のコミュニケーション支援と言う基本的な人権保障事業について、競争入札という形はなじみません」「入札に反対です、事前の打診もなく、人の命を守る通訳は物ではなく、競争入札するものではありません」など厳しい意見が寄せられています。

「手話・要約筆記」は物品や公共事業などとは性格が全く違うものであり、また、これまで県ろうあ連盟など関係団体が築いてきた「手話・要約筆記」の養成、認定、派遣事業それに設置活動などを考える時、「手話・要約筆記」は「競争入札」の対象業務に当たらないことは明らかではないでしょうか。直ちに削除すべきであると考えるものですが、併せてお答えください。

〔保健福祉部長〕　「手話通訳や要約筆記」は，聴覚障害者のコミュニケーションの手段として，これまで障害者団体が中心となって，手話通訳者等の養成に努めてこられたことは承知しております。しかし，一方でこうした取組は，手話サークルやNPO法人などでも実施されており，近年では一定の広がりが見られるところです。県としましては，このような活動を行う団体や個人が，県の「手話・要約筆記」の発注業務への参加を希望すれば，法令に抵触しない限り，その参加を認めるべきと考えております。

　なお，競争入札参加資格者名簿は，県の契約事務を適正かつ効率的に行うためのものであり，関係団体と事前に協議して作成するような性質のものではないと考えております。したがいまして，本件においても特段の対応は行っておりません。
〔再質問　辻県議〕　今回競争入札の対象となったのは、経済性を最優先に考えたのかどうか伺います。また、手話通訳・要約筆記については，高度の専門性，倫理性，献身性が要求されるコミュニケーション事業であるが，そういう事業であるということについての認識があるのでしょうか。そういう事業がはたして競争入札に適するかどうか伺います。
〔保健福祉部長〕　県の契約事務は，常に透明性，公平性の観点から実施される必要があり，競争入札参加資格者名簿は，これを適正かつ効率的に行うため，作成するものでございます。したがいまして，経済性だけを優先したものではないと考えております。 なお，手話通訳は聴覚障害者のコミュニケーション支援という重要な役割を担うことから，一定の専門性が求められているものと認識しております。
　一方で，手話通訳は手話サークルやNPO法人などでも実施されているなど，一定の広がりも見られることから，これらの人々が県の業務に参加を希望する場合には，これを排除することは適当ではないと考えております。

〔再々質問　辻県議〕　全く現場の実態を見ていない。手話通訳士の方からもお手紙をいただいておりますが，手話や筆記によるコミュニケーションの保障は，「平等と社会参加の前提条件」，「職業として確立していない手話通訳を，競争入札にするとサービスや質の低下につながる」とたいへん懸念されています。こういう方々の思いをしっかり受け止めて，一覧からはずすべきだと考えますが、いかがでしょうか。
〔保健福祉部長〕　今回の名簿作成は，競争入札のみを目的とするものではなく，県の発注事務の利便性を高めるため，より多くの業種の登録が望ましいことから行ったものであります。このような観点から，手話通訳においても手話サークルやNPO法人などが，仮に県の業務に参加を希望する場合には，これを排除することは適当ではないと考えております。
〔辻県議〕　乳幼児医療費公費助成と重度障害者医療についてお伺いします。

少子社会がすすむ中、乳幼児医療費公費助成制度の拡充は全国的な大きな流れとなっています。現在、広島県と同じように対象年齢が就学前までの県は18都道府県。そのうち、自己負担がないのは東京都、岐阜県、山口県であります。この制度は、乳幼児の健康管理、子育て家庭の経済的負担の軽減など安心して子育てができる環境づくりとして大きな役割を果たしています。
広島県では自己負担がありますが、完全無料にするためには、17年度実績をベースにすると14億円あれば可能であります。市町との共同事業ですから、県の負担は7億円。今年度、定率減税の半減で個人県民税の増収は29億円、来年度も同額の29億円が見込まれています。若者が定住し安心して子育てができる元気な広島県にするためにも、これを財源に乳幼児医療費の完全無料化を実現してはいかがでしょうか。さらに、重度障害者医療も県費ベースで9億円あれば元の無料にもどせます。実現を図ってはいかがでしょうか。併せてお聞きしますが知事の勇断を求めるものです。お答えください。

〔保健福祉部長〕　乳幼児医療費公費負担事業は，児童が健やかに生まれ育つための環境づくりの一環として実施しているものであり，対象年齢の引き上げなど，制度の拡充を図ってきております。また，重度心身障害者医療費公費負担事業は，重度障害者の健康管理と保護者の経済的・精神的な負担軽減を図ることを目的として実施しているものでございます。これらの制度への一部負担の導入は，医療費や受給者数が増大する中で，制度を安定的に運営していくため，受益と負担の関係を見直し，利用者も含めて社会全体で支えていく仕組みに改めたものでございます。
今後とも，子育て家庭や重度の障害者が安心して生活できるよう，これらの事業を安定的で持続可能な制度として運営していくことが重要と考えております。
〔再質問　辻県議〕　乳幼児医療費と重度心身障害者の公費助成制度は、いずれも重要な役割を果たしているという答弁でありますが、本当に子育て家庭や重度の障害者が安心して生活できるように考えているのでしたら、この際、完全無料にして、本当に元気な広島県ここにありというふうにされたらどうなんでしょうか。
　

〔保健福祉部長〕　乳幼児及び重度心身障害者医療費公費負担事業については，将来にわたり制度の安定的な運営を図るため，一部負担を導入したものであります。厳しさを増す財政状況は，県・市町共通の課題でございまして，受益と負担の関係を見直し，無理のない範囲での一部負担の導入はやむを得ないものと考えております。
　今後とも，これらの事業を安定的で持続可能な制度として，円滑な運営に努めて参る所存でございます。
〔再々質問　辻県議〕　経済性を言っていたら何もできなくなってしまう。２９億円の定率減税の増収があるわけですから、財源があるじゃありませんか。山口県では、一部負担の声が出ていますけども、それでも無料化を実施して、さらに支えていっています。東京都でも、小学校卒業まで対象年齢を引き上げよう、こういう動きも出ているというふうに即耳しています。やはり私は、このふたつの事業の無料化を図って、本当に広島県が元気で若者も子育てがしっかりできる、そういう広島県にすべきだと思うんですが、この点について、知事あなたにお伺いしたい。答弁を願うものです。
〔保健福祉部長〕　単独で利用者負担の軽減を行う自治体もいくつかあることは，承知しておりますが，本県といたしましては，繰り返しの答弁になりますが，将来にわたり，制度の安定的な運営を図るための一部負担導入という，今般の制度改正の趣旨を踏まえ，引き続き，これらの事業を安定的で持続可能な制度として運営していくことが重要と考えております。
〔辻県議〕　若年者の就業支援についてお尋ねします。
　2006年版「労働経済白書」によると、20歳から24歳の非正規雇用者の雇用者に占める割合は、1992年から2002年の10年間に10.7％から31.8％へと3倍に急増し、さらに増加する傾向にあります。
90年代の「構造改革」路線のもとで、派遣労働を原則として自由化する規制緩和と「コスト削減」のために企業が正社員を抑制し、非正規に置き換えてきた影響の大きさをあらためて裏付けています。所得の面では、非正規雇用の多い20歳代で、92年から2002年の10年間に、年収150万円未満の低所得層が15.3％から21.8％へと増加しています。2007年、全国ではフリーターが201万人、ニートは64万人と推計されています。

若年者の雇用問題は地域経済のみならず、地域の将来にもかかわる重要課題でもあります。
本県における若年者の厳しい雇用情勢について、知事はどのように考えているのか、お示しください。

〔商工労働部長〕　本県における平成１８年３月の高等学校卒業者の就職率は，９９％と前年を３．２ポイント上回り，平成１９年３月の新規学卒者に対する求人倍率も１．８９倍と，前年同期に比べ，０．３９ポイント増加するなど，新規学卒者の雇用情勢は回復してきております。一方，フリーターやニートにつきましては，「ひろしま若者しごと館」を中心とした就業支援を通じ，平成１７年のフリーターは，ピークの４万人から３万７千人に減少したものの，依然として厳しい雇用情勢にあると考えております。
〔辻県議〕（若年者の就業支援を積極的に）

知事あなたは、この9月議会で「若年者の就業支援を積極的に推進する」と表明しました。そこで若者の雇用についてお尋ねします。
若者の雇用拡大のために、国はトライアル雇用事業で雇用奨励金を支給していますが、国にこの制度の拡充を求めるとともに、県としても中小企業などへ青年雇用助成金制度を創設し、同時にフリーターや若年無業者へのスキルアップを図るために、大幅に職業訓練の機会を増やしてはいかがでしょうか。お答えください。

〔商工労働部長〕　ご指摘の「トライアル雇用事業」は，本年３月，国が策定いたしました「フリーター２５万人常用雇用化プラン」において，重要な柱として位置づけられており，職業経験，知識等から就職が困難な若年者の雇用に有効な事業であると認識しております。県としては，「ひろしま若者しごと館」や「わーくわくネットひろしま」を通じて，まずはこの事業の事業主，若年者への周知を徹底し，一層の活用を促進して参ります。また，職業訓練につきましては，企業での実習を取り入れた「日本版デュアルシステム」や「組み合わせ訓練」をはじめ，基礎的なビジネスマナー等の習得を目指す講座の開催など，幅広くその機会を提供しております。引き続き，一人一人の適性にあった実践的な職業訓練を実施することにより，フリーターなど若年者の就業支援に努めて参ります。
〔辻県議〕（県の業務をワークシェアリングして若年者の雇用機会の拡大を）
兵庫県では若年者直接雇用事業として、18歳から29歳の職を求めている方を非常勤嘱託職員として1年間採用し、県における職業経験を通して自らのキャリアのステップアップを図る就業支援をしています。昨年は約100人採用し、今年度は200人となっています。2000年から始められた事業ですが、採用者のうち進学や就職が決定した進路決定者が60％から78％と成果を上げている事業です。広島県も、業務のワークシェアリングをして若年者の雇用機会の拡大を図ることを求めるものですが、お答え下さい。

〔総務部長〕　本県におきましては，これまで，事務補助や産育休代替の臨時職員として，若年者を中心に年間延べ約６００人を採用しているところでございます。県といたしましては，行財政改革の一環として，計画的に職員数の削減を進めていることや，県内の有効求人倍率が向上していることなどから，御指摘の方法などによる，更なる雇用の拡大は難しいと考えております。
なお，若年者の就業支援につきましては，平成１３年度から大学生を対象としたインターンシップを実施しておりまして，引き続き，若年者の職業意識の醸成に努めてまいりたいと考えております。
〔辻県議〕　鞆港の埋立て架橋についてお尋ねします。
鞆港は世界的にもほとんど例がない円形港湾で、江戸時代に築造された波止、常夜灯、雁木、船番所跡、焚場跡の歴史的港湾施設の5点が全て残されています。瀬戸内の北前船寄港地に焦点をあて、鞆港を含む11港を調査した日本大学・伊東孝教授の調査では、これら5点すべてそろって残されているのは、鞆港だけであります。「鞆の浦」の世界遺産の登録を目指す動きが起きたり、国際記念物遺跡会議：イコモスが昨年10月には、道路橋の提案の放棄を求める決議文を採択したのは、鞆港が歴史的港湾施設と伝統的町並みが国際的に稀有な存在であると認めたからであります。

　知事あなたはすでに、鞆港の埋立て架橋が行われれば、どのような景観に変わるか、コンピューターグラッフィックを見てご存知でしょう。橋ができると常夜灯のすぐ鼻先、目線の高さに橋があり、目に飛び込んでくる景色は橋と車ばかりであります。万葉の時代から続いてきた鞆の歴史的景観を壊してしまうものであると考えますが、知事、あなたはそう思われませんか、お答えください。

〔知事〕　鞆地区道路港湾整備事業計画につきましては，広島県文化財保護審議会の答申を踏まえ，有識者などによる「鞆地区道路港湾景観検討委員会」を設置し，景観面からの検討を加えたものであります。この検討委員会の提言を踏まえ，伝統的日本庭園の要素である「八つ橋」のイメージを橋梁に取り入れるなど，歴史的町並みや常夜燈，雁木などの歴史的港湾施設との調和を図った計画としております。整備にあたりましても，鞆の歴史的景観に配慮しながら，進めて参りたいと考えております。
〔辻県議〕（鞆住民の生活環境について埋立て架橋以外の解決策を）

鞆町の交通渋滞の解消、生活の利便性の向上は町民のかねてからの願いです。この願いに答えるのは行政の責任であることは当然であります。しかし、その解決が埋立て架橋だけではありません。
今年6月20日、「鞆を愛する会」など9団体が、「鞆の浦の歴史的文化的価値を活かしたまちづくりの検討の場の設置に関する要望書」を1万2680人の署名を添えて県に提出しました。鞆町分は1302人、戸数で28.5％の方が賛同署名をしています。交通利便性や通過交通の確保は街中の空家の待避・離合所としての活用、小型消防車やコミュニティバス・タクシーの活用、山側トンネルの検討など、鞆港の埋立架橋以外の解決策を十分検討され、打ち出すべきと考えるものですが、お答えください。

〔知事〕　鞆地区道路港湾整備事業は，山側トンネル案を含む代替案について検討を加えた結果，地域防災の向上や生活環境の改善など，多くの地域課題を総合的に解決する最善の事業として計画したものであります。福山市長からも現在の計画での事業推進について，強い要請を受けたところであり，県といたしましては，引き続き，福山市と連携しながら，地元理解と協力を得ながら，対応して参りたいと考えております。
〔辻県議〕　県道熊野・瀬戸線の事業の進め方についてお尋ねします。
県道熊野・瀬戸線の2回目の設計協議ではさまざまな意見が出され、町内会として意見集約できないまま散会しました。その後、広島県と福山市は詳細設計を個別訪問や電話で説明して回り、91％の了解を得たとして設計協議を終了し、次の段階に進むとしています。ここには、重大な瑕疵と問題があります。

　まず、国・県・市が共同で行っている「設計協議の進め方」に違反して事業を進めていることです。「…すすめ方」によると、「設計協議の場で関係地区における総意としての意見・要望を協議する中で決定し、…」「地区で集約された意見を地区の総意として文書でご提出頂きます」とあります。ここには、戸別訪問や電話などで了解をとり、地区の総意をまとめるなど一切ありません。全く県の都合のいいように「設計協議」を終了させたのではありませんか。お尋ねするものです。また、「設計協議の進め方」が山北地区と違うと指摘すると、「理解と了解は違う」などと言い、受付ませんでしたが、県の「設計協議の進め方」はどのようにしているのかお答えください。

〔土木部長〕　広島県における設計協議は，一般的には地域において意見集約をお願いしておりますが，それが困難な場合には，状況に応じて対応しているところでございます。ご指摘の地区では，第２回の設計協議において，町内会として意見集約ができないため，行政で取り纏めて欲しいとの要望があったことから，地元代表者と調整の上，個別訪問などにより説明し，了解を得ることとしたものでございます。
　この結果，大多数の皆様から了解を得られたため，一定の合意が得られたと判断し，設計協議を終了したものであり，今後とも，関係者の皆様のご理解とご協力が得られるよう努力して参ります。
〔辻県議〕　熊野学区自治連合会と広島県、福山市の三者で、9月5日付けで「設計協議確認書」が交わされています。これは道路建設に反対地権者がいることを知っていながら、何も知らせないで無視をして交わされたものです。しかも自治会長会議で文面が読み上げられただけであります。これでこの確認書が有効なのでしょうか。お伺いします。
さらに、地権者の財産や生活環境に関係する問題に町内会連合会が関与することは越権行為であり、間違いではないでしょうか。お答えください。

〔土木部長〕　熊野学区自治連合会と広島県，福山市の三者が交わした設計協議確認書は，複数の町内会に関係する事項があるため，締結したものであります。
　設計協議確認書は，設計協議の場で出された意見や要望を，関係者の間で調整し，行政の責任で行う事柄を確認したものであり，財産や生活環境に関する問題については，今後とも，関係者の皆様のご理解を得るよう努めて参ります。
〔辻県議〕広島港出島、国際コンテナターミナル建設について伺います。
出島地区国際コンテナターミナル建設は1993年に、予算がついてはじめられました。当初2バース建設計画であったものが、その後の厳しい財政状況と無駄な大型公共事業との批判とがあいまって、2バース目の建設は進度調整されています。
　出島地区建設には総事業費1,258億円を費やし、国際コンテナターミナルは２０フィートコンテナ換算で年間10万個扱わないと採算が合わないといわれています。ところが、出島国際コンテナターミナルの２０フィートコンテナの年間取扱量は16年が52,529個、17年は54,991個であり、横ばいの状況です。これも、岸壁係船料、荷捌き施設の使用料など約30％減免し、5,000トン級のコンテナ船の場合、港湾使用料が神戸港の43％、徳山下松港の64％の特別料金を設定してあります。このような状態では年間10万個のコンテナ取扱いは可能なのでしょうか。その見通しをお示しください。さらに、今年度の上半期のコンテナ取扱量はいくらであり、年間取扱量をいくらであると予測しているのかお伺いします。
　また、この際、2バース目は進度調整ではなくて建設計画そのものを中止することとしてはどうか提案するものでありますが、併せてお伺いします。

〔空港港湾部長〕　平成１８年上期のコンテナ取扱量は，現在集計中ではございますが，広島港全体として昨年を上回る見込みでございます。特に，出島地区の国際コンテナターミナルにつきましては，約４万個を超え，前年比，６割程度の増加となる見込みでございます。このペースで推移しますと，出島地区では年間８万個を超える取扱量が予測されます。これは，昨年９月の北米航路の開設や今年１月からの大型コンテナ船の就航などによるものであり，大型岸壁の整備や港湾特別料金設定の効果が現れたものと考えております。 今後とも，積極的なポートセールス活動に取り組み，早い時期に１０万個の目標を達成するよう努力して参ります。
〔辻県議〕　緑資源幹線林道建設について伺います。
　緑資源幹線林道戸河内・吉和区間には西日本随一の規模を誇る細見谷の渓畔林があります。その地域は良好な渓流やブナ、ミズナラ、ナツツバキなどの多種多様な樹種があり、また、環境省や広島県が絶滅危惧種として指定した野生種が多く生息し学術的にも高い評価を受けています。また最近、熊の繁殖越冬地であることが地元の学者によって確認されています。

　今年８月、林野庁の公共事業期中評価委員会で、細見谷を含む戸河内・吉和区間について検討されました。林道のうち渓流にかからない吉和側、二軒小屋側の拡幅部分については「環境保全に配慮しつつ工事を進める」とゴーサインが出ましたが、貴重な渓畔林部分及び新設部分については「自然環境保全の観点からさらに慎重な対応が求められる」と、ゴーサインを出しませんでした。そして、「地元の学識経験者等の意見を聴取しつつ引き続き環境調査等を実施して保全対策を検討した後、改めて審議する」としました。

　このように林野庁の専門機関でも、無視しがたい貴重な自然と認識し、大規模林道の敷設及び舗装が貴重な自然を破壊するとの危険性を指摘しているところであります。また、事業の費用対効果は戸河内・吉和区間で１．０２と極めて低い水準です。県は、総事業費約１０６億円の約２３％、（約２４）億円を負担することになります。渓畔林部分の林道は、現状の未舗装のままで残して自然を保護しても、利用上の不都合は何らないと考えます。

知事あなたは、国に対して渓畔林と新設部分の林道工事の中止を申し入れてはどうでしょうか、さらに、自然公園法の特別保護地区に指定し、西日本随一の貴重な自然の保全を図るべきだと考えますが、併せてお答えください。

〔農林水産部長〕　細見谷地区一帯につきましては，この地区の大半を占める人工林地域を自然公園法に基づく第３種特別地域に，また，林道周辺の渓畔林地域につきましては第２種特別地域に指定して，県といたしましても，これまでもその自然環境の保護と利用に努めて参りました。一方，戸河内・吉和区間の整備は，周辺に位置する人工林の効率的な整備に資するほか，地域資源を活用した都市との交流の促進などに寄与するものと考えております。また，地元住民からも本区間の早期完成が強く求められているところでございます。事業を実施いたします緑資源機構においては，細見谷の渓畔林部分では，既設の林道の拡幅を行わないなど，環境に配慮した工法をとることとしており，引続き慎重に環境調査と環境保全対策を講ずることによりまして，動植物や自然環境の保全のために十分配慮して，林道整備を進められるものと認識しております。
　今後とも林道周辺の渓畔林地域につきましては，第２種特別地域として，林業活動との調整を適切に図りながら，優れた風致景観の保全に努めていく必要がある地域と考えております。
〔辻県議〕最後に台風13号の災害対策について伺います。
　今年、台風13号の襲来前に降った集中豪雨は、広島県北西部に大きな被害をもたらしました。広島市佐伯区湯来町では二年連続の災害で、国道４３３号線が決壊し、迂回路がないため住民が不便な生活を余儀なくされています。
　この国道の欠壊箇所は、昨年も隣接区画が欠壊した場所です。相次ぐ欠壊に「工法に問題があったのでは」との声があがっています。合併した昨年までは県の管理でしたので、県としても吟味する必要があると考えます。
　水内川の堤防護岸は各所で崩壊していますが、昨年9月の台風で欠壊した草谷橋や松矢橋付近の堤防の復旧工事を進めていましたが、工事の工期が今年の台風時期を越える時期となっていたため、工事箇所が再び欠壊する事態になっています。水害の復旧工事は、次の災害が予想される時期までに最大限工事を急ぐことを教訓とすべきではないでしょうか。
　水内川は相次ぐ洪水で河川内に土砂が堆積しています。また、堤防護岸の多くは１９５１年のルース台風後に建設されて以来相当年次を経ており、早期の全面的な改修と浚渫が必要です。
被災箇所の早期復旧についてお伺いします。

〔土木部長〕　この度の台風１３号は，広島市北部などで２４時間雨量が３００ｍｍ，１時間雨量が７０ｍｍを超える記録的な豪雨をもたらし，道路や河川等の公共土木施設に甚大な被害が発生いたしました。日常生活に影響のある箇所や２次災害防止を図る必要のある箇所などについては，被災後速やかに応急工事に着手したところであり，それ以外の被災箇所につきましても，年内に災害査定を終了し，すみやかな復旧工事に努めてまいります。

以　上
２００６年９月県議会
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